
別紙１

(大津市2ユニット）

  　　　　　　　　　　　　　　　　　　　※「利用者の負担割合は、『負担割合証』に記載された割合となる」

１．認知症対応型共同生活介護費

チェック 要介護度 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□ 要支援２ 745単位 233,557円 23,356円 46,712円 70,068円

□ 要介護１ 749単位 234,811円 23,482円 46,963円 70,444円

□ 要介護２ 784単位 245,784円 24,579円 49,157円 73,736円

□ 要介護３ 808単位 253,308円 25,331円 50,662円 75,993円

□ 要介護４ 824単位 258,324円 25,833円 51,665円 77,498円

□ 要介護５ 840単位 263,340円 26,334円 52,668円 79,002円

２．加算関係

チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□ 初期加算 30単位 10.45円 9,405円 941円 1,881円 2,822円

※３０日を超える病院又は診療所への入院の後に再び入居した場合も初期算定が算定できる。

チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
入退院支援

加算
246単位 10.45円 15,424円 1,543円 3,085円 4,628円

※（１月に６日を限度とする）

※病院又は診療所に入院が生じた場合であって、入院後三月以内に退院することが明らかに見込まれる時は、その者及び家族の

希望等を勘案し、必要に応じて適切な便宜を供与すると共に退院後再び円滑に入居することが出来る体制を確保していること。

チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
医療連携

体制加算(Ⅰ）
39単位 10.45円 12,226円 1,223円 2,446円 3,668円

※ （Ⅰ）入居者が重度化あるいは終末期になってもグループホームでの生活が継続できるよう、看護師を職員に配

    置するか、訪問看護ステーションとの契約により、医療連携体制を整 えている事業所に算定できる

チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
サービス提供

体制加算Ⅰ （イ） 18単位 5,643円 565円 1,129円 1,693円

□
サービス提供

体制加算Ⅰ （ロ） 12単位 3,762円 377円 753円 1,129円

□
サービス提供
体制加算Ⅱ 6単位 1,881円 189円 377円 565円

□
サービス提供
体制加算Ⅲ 6単位 1,881円 189円 377円 565円

 ※ 算定要件は以下の通りで、要件が整えばいずれか一つが算定できる

     Ⅰ（イ）は介護職員総数の60％以上が介護福祉士で算定できる

     Ⅰ（ロ）は介護職員総数の50％以上が介護福祉士で算定できる

     Ⅱは介護・看護職員の総数の75％以上が常勤職員で算定できる

     Ⅲは職員総数の30％以上が勤続3年以上の者がいることで算定できる

チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
認知症専門
ケア加算Ⅰ

3単位 940円 94円 188円 282円

□
認知症専門
ケア加算Ⅱ

4単位 1,254円 126円 251円 377円

※ 認知症介護について一定の経験を有し、認知症ケアに関する専門研修を修了した者がチームで介護サー

     ビスを提供した際に算定できる。算定にあたっては、いずれかひとつが算定できる。

介護保険の給付対象となるサービス利用料金一覧

10.45円

10.45円

10.45円

※ 入居後３０日間に算定できる
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チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

1,504円～ 151円～ 301円～ 452円～

40,629円 4,063円 8,126円 12,189円

7,106円～ 711円～ 1,422円～ 2,132円～

14,212円 1,422円 2,843円 4,264円

□
看取り介護加算

死亡日 1280単位 13,376円 1,338円 2,676円 4,013円

 ※ 利用者・家族の希望のもと、グループホームにおいて看取りに対応した際に算定できる

チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
退居時相談
援助加算

400単位 10.45円 4,180円 418円 836円 1,254円

※ グループホームを退居する利用者が自宅や地域での生活を継続できるように相談援助を行うと共に、情報

    提供を行った場合に算定できる

チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
若年性認知症

利用者受入加算 120単位 10.45円 37,620円 3,762円 7,524円 11,286円

※ 若年性認知症利用者を受け入れ、本人や家族の希望を踏まえた介護サービスを提供した際に算定できる

チェック 加算項目 単位（1月） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
口腔衛生管理

体制加算
30単位 10.45円 313円 32円 63円 94円

チェック 加算項目 単位（1回） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
栄養スクリーニン

グ加算 5単位 10.45円 52円 6円 11円 16円

チェック 加算項目 単位（1月） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）

□
生活機能向上

連携加算
200単位 10.45円 2,090円 209円 418円 627円

チェック 加算項目 単位（1日） 地域単価 総額（月額） 1割負担（月額） 2割負担（月額） 3割負担（月額）
25,924円～ 2,593円～ 5,185円～ 7,778円～
40,401円 4,041円 8,081円 12,121円

18,918円～ 1,892円～ 3,784円～ 5,676円～
29,481円 2,949円 5,897円 8,845円

10,510円～ 1,051円～ 2,102円～ 3,153円～
16,378円 1,638円 3,276円 4,914円

10,510円～ 1,051円～ 2,102円～ 3,153円～
16,378円 1,638円 3,276円 4,914円
8,408円～ 841円～ 1,682円～ 2,523円～
13,102円 1,310円 2,621円 3,931円

※ 介護職員の賃金の改善等を実施している事業所で要件が整えばいずれか一つが算定できる

7,240円～ 724円～ 1,448円～ 2,172円～

11,283円 1,129円 2,257円 3,385円

5,371円～ 538円～ 1,075円～ 1,612円～

8,371円 838円 1,675円 2,512円

身体的拘束等のさらなる適正化を図る観点から、身体拘束廃止未実施減算を創設する

・身体拘束を行なうときは、その態様及び時間、心身の状況、緊急やむを得ない理由を記録に残すこと。

･身体拘束適正化の為の委員会を３月に１回以上開催すること。

･身体拘束適正化のための指針を整備すること

※歯科医師又は歯科医師の指示を受けた歯科衛生士が、介護職員に口腔ケアに係る技術的助言及び指導を月１回以上行っている。

看取り介護加算
死亡日４日以前

～３０日以下
144単位

10.45円□
看取り介護加算

死亡日前日
及び前々日

680単位

※訪問リハビリステーション若しくは通所リハビリテーションを実施している事業所又はリハビリテーションを実施している医療提供施設

（病床２００未満）の理学療法士、作業療法士、言語聴覚士、医師が訪問し計画作成担当者とアセスメントを共同して行なうこと。

生活機能の向上を目的としたケアプランを作成すること。

※利用開始時及び利用中６か月ごとに栄養改善について確認を行い、当該利用者の栄養状態に関する情報（医師、歯科医師、

□

□
介護職員処遇
改善加算Ⅱ

総単位の
1000分の81

管理栄養士等への相談提言を含む）を計画作成担当者に文書で共有した場合に算定できる（※６月に１回を限度）

10.45円

□
介護職員処遇
改善加算Ⅴ

Ⅲより算定した単
位の100分の80

□
介護職員処遇
改善加算Ⅰ

□
介護職員処遇
改善加算Ⅲ

総単位の
1000分の45

□
介護職員等特
定処遇改善加

算Ⅰ

総単位の
1000分の31

□
介護職員処遇
改善加算Ⅳ

Ⅲより算定した単
位の100分の90

身体的拘束等の適正化

身体拘束廃止未実施減算　　　１０％／日減算

□
介護職員等特
定処遇改善加

算Ⅱ

総単位の
1000分の23

10.45円

※ 介護職員処遇改善加算Ⅰ～Ⅲを取得している事業所において、おもに「勤続10年以上の介護福祉士」の処遇改善をするための原資

　　各介護事業所等の判断で「それ以外の職員」の処遇改善にも柔軟に充てることも可能。

総単位の
1000分の111


